
当行は指名委員会等設置会社制度を採用しており、取
締役会がリスク管理体制および内部統制体制の大綱を
決定し、執行役がそれらの体制を構築・運営し、さらに
監査委員会が中心となってその監督を行う体制によ
り、組織的にリスクコントロールがなされています。
当行では、取締役会が「リスク管理基本ポリシー」を定
め、各主要リスクに関する管理規定を決定するとともに、
資本配賦等重要なリスク管理目標およびリスク許容レ
ベルを設定しリスク管理態勢の構築に責任を持つ一方
で、業務執行を担う執行役会が具体的なリスク管理規程
の制定、詳細レベルのリミット等の設定・見直し、リスク
計測モデルの承認、償却・引当水準の検証・承認などの重
要事項の決定を行う態勢を構築しています。

「リスク管理基本ポリシー」においては、管理すべき主
要リスクを明確にし、それぞれのリスクカテゴリーを
所管する専門部署を定めています。
具体的には、信用リスクは法人審査部、不動産審査部、

信用リスク管理部、市場リスク・流動性リスクはリスク
統括部、オペレーショナルリスクのうち、コンプライア
ンスリスクはコンプライアンス統括部、法務リスクは
法務部、事務リスクはオペレーション統括部、システムリ
スクはIT戦略部、労務リスクは人事部、総務・管財リスク
は総務部、レピュテーショナルリスクは経営企画部が
所管しています。そして、これらのリスクをリスク統括部
が網羅的・体系的に管理しており、各リスク所管部署を
統括し、リスクの計量化とともに統合的な管理を行っ
ています。
各主要リスク所管部署においては、リスク管理に関す
る基本ポリシーや規程などの整備を進める一方、ルー
ルの遵守状況や限度額管理などのモニタリング活動を
行うとともに、担当執行役・リスク関係委員会・執行役
会・取締役会への定期的な報告を行っています。
また、内部監査部が、内部管理の適切性・有効性の検証を
行い、適切なリスク管理体制の維持に努めています。

リスクの種類 取引の種類 リスク管理部署 委員会 ガバナンス組織リスクの定義（一部要約）

リスク統括部
信用リスク管理部

リスク統括部

リスク管理体制の概要

信用リスク

市場リスク

流動性リスク

レピュテーショナルリスク

危機
対応

自然災害
人的災害

レピュテーション
金融危機

コンプライアンス
リスク

法務リスク

事務リスク

労務リスク

総務・管財リスク

システムリスク
（情報セキュリティリスクを含む）

オペレーショナル
リスク

信用供与先の財務状況の悪化等により、資産価値が
減少ないし消失する等損失が発生するリスク

市場での相場変動による資産価値の喪失または
減少リスク

必要な金額の資金の調達不能、または正常な方法と
価格での市場取引不能リスク

法人審査部
不動産審査部
信用リスク管理部

貸出金
有価証券

オフバランス

有価証券
オフバランス

預金
有価証券

オフバランス

法令等不遵守により損失が発生するリスク

ネガティブな風評により損失が発生するリスク

法令等の誤った解釈や不適切な契約締結により
損失が発生するリスク

役職員の不正確な事務や事故・不正等により損失が
発生するリスク

コンピュータシステムの停止・誤作動または情報
システムの不正使用により損失が発生するリスク

すべての取引
すべての活動

労務管理、職場の安全・衛生不備、役職員の不法
行為等により損失が発生するリスク

自然災害、テロ等により有形資産が毀損するリスク、
総務管理の不備により損失が発生するリスク

戦争・天災等の非常事態により損失が発生する
リスク
金融システム不安等の非常事態により損失が発生
するリスク

業務の過程、役職員の活動若しくはシステムが
不適切であることまたは外生的な事象により損失を
被るリスク

決
済
リ
ス
ク

内
部
監
査
部

執
行
役
会

取
締
役
会

リ
ス
ク
管
理
委
員
会

コンプライアンス
統括部

法務部

オペレーション
統括部

IT戦略部

人事部

総務部

リスク統括部

経営企画部

クレジット・リスク・
コミッティー

ALM委員会

コンプライアンス委員会

AML監督委員会

オペレーショナルリスク
管理委員会

情報システム委員会

人事委員会

BCM委員会

リスク管理体制
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信用リスク

信用供与先の財務状況の悪化により、資産価値が減少
ないし消失するなどの損失を被るリスク
当行では、「クレジット・ポリシー」をはじめとする基本
方針・基本規程に基づき、適切な案件審査・債権管理、信
用格付、自己査定、償却・引当、信用リスク計量、ポート
フォリオ管理等の信用リスク管理を行っております。
取締役会ならびにクレジット・リスク・コミッティーで
は、当行の経営方針ならびに「クレジット・ポリシー」に
従って、下記信用リスク管理の状況や重要な個別与信
案件の情報共有、検討、決議を行います。
● 案件審査・債権管理
法人向け与信では、お客さまの事業性、将来の成長性、
事業が生み出す収益性に着目して資金提供するコーポ
レートローンや、収益性不動産物件や事業キャッシュ
フローを精緻に分析・評価して資金提供するストラク
チャードファイナンスあるいはノンリコースローン、
MBO／LBOファイナンス等を行っています。案件審査
および管理については、業種や与信形態の特性に応じ
て規程を定め、それに基づいた与信審査を実施すると
ともに営業部門への牽制機能としての役割を担って
います。
個人向け与信では、与信商品の特性に応じた与信審査
基準の制定ならびに個別与信案件の審査を行っていま
す。また、主要商品のリスク分析を行うとともに、各種
モニタリング結果から得られた情報やスコアリングモ
デルに基づき信用リスクをコントロールしています。
● 信用格付
当行では全与信先に対して、信用格付を付与していま
す。信用格付は、個々の与信取引における信用リスクの
コントロールやプライシング、与信ポートフォリオマ
ネジメントによる全体的な信用リスクのコントロール
や信用リスク計量および貸倒引当金の算定等を適切に
実現することを目的としています。なお、信用格付は定
期的な見直しおよび与信先の信用力の変化に応じた随
時見直しを行うとともに、信用格付モデルについては、

バックテスト等を通じたロジックの検証により、適宜
見直しを行っています。
● 自己査定、償却・引当
貸出資産の自己査定については、明確な判断基準を規
程に定め、それに基づいて正確に資産内容の実態を把
握したうえで自己査定を実施しています。その自己査
定の結果に基づき、適切な償却引当額の算定を行って
います。
● 信用リスク計量
当行では、与信ポートフォリオのリスクとリターンを
適正に評価し、ポートフォリオの健全性および収益性
を高めるとともに、景気動向も勘案し、資本の十分性を
確保しながら機動的なリスク・テイクを実現するため、
VaR（注）を使って信用リスク量を計測しています。
● 与信ポートフォリオ管理
当行では、信用リスクを適切にコントロールするため、
大口与信先およびリスク特性が相似した特定の業種・
商品（以下、「セクター」という。）へのクレジットリミッ
トを設け、特定の大口与信先や特定のセクターに信用
リスクが集中しないようコントロールしています。
具体的には大口与信先への集中リスク管理としては、
債務者の格付別に総与信制限と無担保与信制限を設け
るとともに、大口与信先の与信額の総額が銀行全体の
与信総額に占める割合を月次でモニタリングし経営陣
に報告しています。
セクター別の集中リスク管理としては、信用リスク量、
前年の制限額、残高や制限額が銀行全体の与信総額に
占める割合、ビジネス戦略、業務計画等を考慮してセク
ターごとの総与信額制限を設定し、残高および信用
リスク量を月次でモニタリングし経営陣に報告して
います。

（注）VaR（バリュー・アット・リスク）：一定期間に一定の確率内で発生す
る資産の最大損失額のことで、統計的手法を用いて算出します。
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市場リスク

金利、有価証券等の価格、為替等さまざまな市場のリス
クファクターの変動により、保有する資産の価値が変
動し損失を被るリスク
当行では、「市場性リスク管理の基本ポリシー」を定め、
市場リスク管理に関わる組織･権限･管理方法等を明確
化しています。この規程に基づき、銀行全体および市場
部門の市場リスクの定量的な把握･分析をリスク統括部
が担当し、ALM（注）委員会および取締役会に定例報告す
る体制が構築されています。また、ALM管理により、市場
リスクを一元的かつ適切に管理し、資産･負債構造をさ
まざまな角度から分析･統合管理することで、将来にわ
たり安定した収益確保を目指しています。
市場リスクの計測にあたっては、統一的なリスク指標
であるVaRおよびBPV（注）を使用しているほか、統計的
な推定の範囲を超える市場の急激な変化に備えてスト
レステストを実施し、予期せぬ大きな損失の発生を防
止する体制を整備しています。
また、取締役会および執行役会が承認したリスク限度
額、損失限度額等の遵守状況を日々モニタリングし、経
営陣に報告しています。さらに、取引執行部門（フロン
トオフィス）と事務部門（バックオフィス）およびリス
ク管理部門（ミドルオフィス）との相互牽制体制も確立
されています。

（注）ALM：資産（Asset）と負債（Liability）を統合的に管理（Management）
することです。
BPV（ベーシス･ポイント･バリュー）：金利が0.01%変化したときの
公正価値の変化額のことです。金融用語で0.01%のことを1B.P. 

（ベーシス･ポイント）と呼ぶことに由来しています。

流動性リスク

財務内容の悪化、信用力低下等により必要な資金の確
保ができなくなり、資金繰りがつかなくなる場合や、資
金の確保に通常より著しく高い金利での調達を余儀な
くされること等により損失を被るリスク　
当行では、「流動性リスク管理の基本ポリシー」を定め、
資金繰り管理等を日々モニタリングし、逼迫度合いを

把握するとともに、資金繰りに悪影響を及ぼすと想定
される風評等についての情報を常に収集･分析対応で
きる体制を構築しています。また、想定されるストレス
状況下における30日間の純資金流出額を上回る額を、
流動性の高い資産で保有することを定め、十分な流動
性を常時確保しています。
一方、金融危機に備えてコンティンジェンシー･プラン
を策定し、同プランにおいて、緊急時に際しての金融シ
ステム不安に対処した具体的な流動性リスク回避策を
協議する流動性対策会議の設置や、資金調達手段およ
び営業拠点への現金輸送手段の確保策等を定めるな
ど、金融危機に対しても万全の体制を整備しています。

オペレーショナルリスク

業務の過程、役職員の活動もしくはシステムが不適切で
あることまたは外生的な事象により損失を被るリスク
当行では、リスク統括部を中心に、オペレーショナルリ
スク管理に必要な情報をモニタリングし、分析を行っ
たうえで、残存リスクのコントロール方針やコント
ロール策などについて取締役会およびオペレーショナ
ルリスク管理委員会に定期的に報告する体制を整備し
ています。
さらに、オペレーショナルリスクに含まれる各リスク
については以下の通りの管理体制を構築しています。
● 法務リスク
法令等の誤った解釈や不適切な契約締結により、当行
が不測の損失を被る結果となるおそれのあるリスク
当行では、昨今目覚ましいスピードで進展する技術革
新などによる環境変化を背景に、銀行経営においてこ
れまで以上に幅広に新たな法律問題への対応が求めら
れているとの認識のもと、法務リスク管理の所管部署
として法務部が行内における法務リスクの一元管理を
行っています。法務部は、日々の業務遂行の過程で発
生する法律問題の相談、新業務･新商品開発にあたっ
ての法的な検証、契約書のリーガル･チェック等を通
して法務リスクの発生の予防･極小化に努めるほか、
必要に応じて弁護士などの専門家の意見を聴取する体
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制をとっています。また、訴訟手続を追行し管理する
とともに、法令等の制定・改廃に関する行内への周知
や法務に関する研修活動を行っています。
● 事務リスク
役職員が正確な事務処理を怠る、あるいは事故・不正等
を起こすことにより損失を被るリスク
当行では、事務リスクの顕在化による経済的損失・信用
失墜が経営・業務遂行に与える影響を最小限に抑える
ため、「事務リスク管理基本ポリシー」を策定し、事務管
理に関わる行内態勢を整備しています。
また、定期的に事務リスク管理状況を取締役会など経
営陣に報告し、発生した事務事故や再発防止策などは
必要に応じ関連部署間で情報・ノウハウの共有化を
図っています。
取扱商品の多様化や各種事務プロセスの改善に対応し
て、事務手続等の規則の整備に努めるとともに、自店検
査、営業店への臨店指導、研修等を通じて、厳正な事務
処理体制の確立に努めております。
● システムリスク
コンピュータシステムのダウンまたは誤作動等、シス
テムの不備等に伴い損失を被るリスク、およびコン
ピュータが不正に使用されることにより被るリスク
当行では、社会的影響に鑑み、コンピュータシステムの安
定稼動および情報資産の適切な保護をシステムリスク管
理上の最重要項目に位置付け、対策を講じています。
具体的には、コンピュータシステムに関して、稼動監視
体制の構築、厳正な運用管理を行い、さらにインター
ネット等からの不正アクセス対策強化に取り組んでい
ます。
さらに当行では、定期的に各コンピュータシステムの
重要度と脆弱性を評価し、システムリスク軽減のため
の計画策定に役立てています。
また、データセンターは、免震構造や自家発電を完備
し、加えて、外部からの侵入を防止する24時間管理体制
を敷くなど、万全なセキュリティを整えています。
さらに万一システム障害が発生した場合の影響を極小化
するため、各種システムインフラの二重化、大規模災害時

を想定したバックアップセンターの確保や訓練の実施
等、システムリスク対策に着実に取り組んでいます。
顧客情報管理については、プライバシー保護や情報漏
洩防止のため、認証システムの整備やPCでの記録媒体
管理、重要情報の暗号化などの対策を実施しています。
ATMにおける犯罪防止対策としては、暗証番号変更機
能や引出限度額設定、最少残高設定機能、電子メールに
よる通知等の機能強化を行っています。
● 労務リスク
労務管理および職場の安全・衛生の不備、および役職員
の不法行為等に起因するトラブルにより損失が発生す
るリスク
当行では、「人事委員会」を設置し、コーポレートガバナ
ンスを強化するとともに、人事に関わる重要な施策等
の推進や体制整備を図り、労務リスクの低減に取り組
んでいます。
人事部を労務リスク管理の所管部署として、労働関係
諸法令に則り、従業員の適切な労働時間管理や長時間
残業の抑制、休暇取得の促進等に努めているほか、ハラ
スメントや各種不正行為の発生を防止するために、社
内規則の整備やさまざまな研修を実施しています。
● 総務・管財リスク
自然災害・テロ・破壊行為等により有形資産が毀損する
リスク、および総務管理の不備により損失が発生する
リスク
当行では、建物・設備の点検体制の強化・セキュリティ体
制の強化、主要な建物・設備の修繕計画策定とその実施を
進めております（耐震強化に関しては、全拠点完了済）。
また、建物・設備の毀損等の状況把握と営繕等の対応を
通じ、安全かつ快適な環境整備と業務の円滑遂行およ
び総務・管財リスクの削減に努めております。

レピュテーショナルリスク

当行等の経営に直接および間接に影響を及ぼすマイナ
ス情報により、当行等の一部または全部の業務継続が
困難となるリスク
当行では、レピュテーショナルリスクが、信用の上に成
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り立つ金融機関にとって致命的な悪影響を与える可能
性があり、一元的に把握･管理され適切に対応されるこ
とが必要不可欠であるとの認識のもと、「レピュテー
ショナル･リスク管理規程」を定めるとともに、風評被
害に対する管理体制の構築を図っています。
また、レピュテーショナルリスクによる緊急事態に備
えて「レピュテーショナル･リスク対応コンティンジェ
ンシー規程」を策定しています。

危機対応

当行では、「コンティンジェンシー・プラン基本ポリシー」
に基づき、業務継続に重大な悪影響を及ぼす「大規模
地震」「金融危機」などの緊急事態が発生した際の業務
継続の対応方針・手順をコンティンジェンシー・プラン
および危機管理関連諸規則として定め、危機管理態勢
を構築・整備し、定期的に訓練を実施するなど危機対応
の実効性の確保に取り組んでいます。また、危機管理の
状況を、定期的に取締役会およびBCM委員会に報告し
ています。

内部監査

当行では、上記の各リスク管理体制の妥当性および有
効性を検証し、改善の提案等を行う部署として、執行か
ら独立して内部監査機能を担う内部監査部を設置して
います。
内部監査部はリスクアセスメントに基づき、本部の各部
署および子会社に対し、リスクの管理状況、法令･規程
等の遵守状況を含む業務全般にわたる監査を行ってい
ます。

THE TOKYO STAR BANK, LIMITED
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